
【様式第1号】

会計：全体会計 （単位：円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 54,475,580,285   固定負債 8,728,170,012

    有形固定資産 51,223,435,727     地方債等 7,588,881,529

      事業用資産 14,755,003,667     長期未払金 -

        土地 4,836,531,410     退職手当引当金 970,010,000

        土地減損損失累計額 -     損失補償等引当金 -

        立木竹 -     その他 169,278,483

        立木竹減損損失累計額 -   流動負債 1,109,448,025

        建物 15,156,766,127     １年内償還予定地方債等 1,027,153,453

        建物減価償却累計額 -8,852,805,771     未払金 7,630,335

        建物減損損失累計額 -     未払費用 -

        工作物 7,278,055,573     前受金 -

        工作物減価償却累計額 -3,674,543,672     前受収益 -

        工作物減損損失累計額 -     賞与等引当金 73,284,929

        船舶 -     預り金 472,008

        船舶減価償却累計額 -     その他 907,300

        船舶減損損失累計額 - 負債合計 9,837,618,037

        浮標等 - 【純資産の部】

        浮標等減価償却累計額 -   固定資産等形成分 56,362,407,505

        浮標等減損損失累計額 -   余剰分（不足分） -8,560,030,354

        航空機 -   他団体出資等分 -

        航空機減価償却累計額 -

        航空機減損損失累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 11,000,000

      インフラ資産 36,300,332,038

        土地 691,143,780

        土地減損損失累計額 -

        建物 547,464,087

        建物減価償却累計額 -280,934,500

        建物減損損失累計額 -

        工作物 104,226,058,373

        工作物減価償却累計額 -68,899,879,344

        工作物減損損失累計額 -

        その他 1,192,835

        その他減価償却累計額 -1,133,193

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 16,420,000

      物品 1,081,519,523

      物品減価償却累計額 -913,419,501

      物品減損損失累計額 -

    無形固定資産 13,907,399

      ソフトウェア 13,667,399

      その他 240,000

    投資その他の資産 3,238,237,159

      投資及び出資金 127,390,101

        有価証券 -

        出資金 127,390,101

        その他 -

      長期延滞債権 33,633,879

      長期貸付金 22,086,640

      基金 3,057,946,630

        減債基金 -

        その他 3,057,946,630

      その他 -

      徴収不能引当金 -2,820,091

  流動資産 3,164,414,903

    現金預金 1,181,571,755

    未収金 74,541,668

    短期貸付金 14,977,800

    基金 1,871,849,420

      財政調整基金 1,863,879,796

      減債基金 7,969,624

    棚卸資産 20,895,650

    その他 2,960,000

    徴収不能引当金 -2,381,390

  繰延資産 - 純資産合計 47,802,377,151

資産合計 57,639,995,188 負債及び純資産合計 57,639,995,188

連結貸借対照表
（令和5年3月31日現在）



【様式第2号】

会計：全体会計 （単位：円）

    資産売却益 9,011,450

    その他 1,043,046

純行政コスト 12,033,638,431

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 307,966

  臨時利益 10,054,496

  臨時損失 669,382,766

    災害復旧事業費 -

    資産除売却損 669,074,800

    使用料及び手数料 448,704,341

    その他 193,240,709

純経常行政コスト 11,374,310,161

      社会保障給付 373,372,588

      その他 38,201,868

  経常収益 641,945,050

        その他 41,545,466

    移転費用 3,694,184,032

      補助金等 3,282,609,576

      その他の業務費用 91,387,349

        支払利息 57,026,702

        徴収不能引当金繰入額 -7,184,819

        維持補修費 74,968,068

        減価償却費 2,813,309,184

        その他 236,290

        その他 129,970,272

      物件費等 6,958,891,557

        物件費 4,070,378,015

        職員給与費 1,068,537,072

        賞与等引当金繰入額 73,284,929

        退職手当引当金繰入額 -

  経常費用 12,016,255,211

    業務費用 8,322,071,179

      人件費 1,271,792,273

連結行政コスト計算書
自　令和4年4月1日
至　令和5年3月31日

科目 金額



【様式第3号】

会計：全体会計 （単位：円）

固定資産

等形成分

余剰分

(不足分)

他団体出資等分

前年度末純資産残高 50,049,803,653 58,480,400,507 -8,430,596,854 -

  純行政コスト（△） -12,033,638,431 -12,033,638,431 -

  財源 9,516,004,048 9,516,004,048 -

    税収等 6,225,462,696 6,225,462,696 -

    国県等補助金 3,290,541,352 3,290,541,352 -

  本年度差額 -2,517,634,383 -2,517,634,383 -

  固定資産等の変動（内部変動） -2,382,135,584 2,382,135,584

    有形固定資産等の増加 945,074,055 -945,074,055

    有形固定資産等の減少 -3,657,371,790 3,657,371,790

    貸付金・基金等の増加 1,009,739,995 -1,009,739,995

    貸付金・基金等の減少 -679,577,844 679,577,844

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 263,926,954 263,926,954

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 - - - -

  その他 6,280,927 215,628 6,065,299

  本年度純資産変動額 -2,247,426,502 -2,117,993,002 -129,433,500 -

本年度末純資産残高 47,802,377,151 56,362,407,505 -8,560,030,354 -

連結純資産変動計算書
自　令和4年4月1日
至　令和5年3月31日

科目 合計



【様式第4号】

会計：全体会計 （単位：円）

前年度末歳計外現金残高 40,244,833

本年度歳計外現金増減額 -40,244,833

本年度末歳計外現金残高 -

本年度末現金預金残高 1,181,571,755

財務活動収支 -141,802,418

本年度資金収支額 -387,333,791

前年度末資金残高 1,568,905,546

比例連結割合変更に伴う差額 -

本年度末資金残高 1,181,571,755

    地方債等償還支出 1,092,189,418

    その他の支出 -

  財務活動収入 950,387,000

    地方債等発行収入 950,387,000

    その他の収入 -

    資産売却収入 9,011,450

    その他の収入 1,500,000

投資活動収支 -1,180,800,290

【財務活動収支】

  財務活動支出 1,092,189,418

    その他の支出 -

  投資活動収入 253,008,248

    国県等補助金収入 5,468,565

    基金取崩収入 235,319,073

    貸付金元金回収収入 1,709,160

  投資活動支出 1,433,808,538

    公共施設等整備費支出 880,986,089

    基金積立金支出 531,014,649

    投資及び出資金支出 -

    貸付金支出 21,807,800

    災害復旧事業費支出 -

    その他の支出 307,966

  臨時収入 1,043,046

業務活動収支 935,268,917

【投資活動収支】

    税収等収入 6,235,457,814

    国県等補助金収入 3,288,485,787

    使用料及び手数料収入 451,538,694

    その他の収入 193,946,485

  臨時支出 307,966

    移転費用支出 3,694,184,032

      補助金等支出 3,282,609,576

      社会保障給付支出 373,372,588

      その他の支出 38,201,868

  業務収入 10,169,428,780

    業務費用支出 5,540,710,911

      人件費支出 1,273,139,739

      物件費等支出 4,158,566,190

      支払利息支出 57,026,702

      その他の支出 51,978,280

連結資金収支計算書
自　令和4年4月1日
至　令和5年3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 9,234,894,943



全体会計

(１)資産項目の明細

①有形固定資産の明細 嬬恋村令和4年度 （単位：円)

本年度末残高 本年度末 差引本年度末残高
区分 前年度末残高 本年度増加額 本年度減少額 （Ａ）＋（Ｂ）－（C） 減価償却累計額 本年度償却額 （D）－（E）

（Ａ） （B） （C） （D） （E） （F） （G）
事業用資産 27,145,384,860 544,417,250 407,449,000 27,282,353,110 12,527,349,443 633,490,510 14,755,003,667
土地（事業用） 4,826,130,160 10,401,250 - 4,836,531,410 - - 4,836,531,410
立木竹 - - - - - - -
建物（事業用） 14,667,073,382 489,692,745 0 15,156,766,127 8,852,805,771 343,934,489 6,303,960,356
工作物（事業用） 7,244,732,318 33,323,255 - 7,278,055,573 3,674,543,672 289,556,021 3,603,511,901
船舶 - - - - - - -
浮標等 - - - - - - -
航空機 - - - - - - -
その他（事業用） - - - - - - -
建設仮勘定（事業用） 407,449,000 11,000,000 407,449,000 11,000,000 - - 11,000,000
インフラ資産 105,429,560,440 372,236,416 320,710,616 105,481,086,240 69,180,813,844 2,114,443,362 36,300,936,560
土地（インフラ用） 690,326,680 817,100 0 691,143,780 0 0 691,143,780
建物（インフラ用） 547,464,087 0 0 547,464,087 280,934,500 10,669,795 266,529,587
工作物（インフラ用） 103,869,408,057 357,499,316 849,000 104,226,058,373 68,899,879,344 2,103,773,567 35,326,843,193
その他（インフラ用） 0 0 0 0 0 0 0
建設仮勘定（インフラ用） 322,361,616 13,920,000 319,861,616 16,420,000 0 0 16,420,000
物品 1,048,547,207 28,420,389 2,625,238 1,074,342,358 906,846,858 64,523,162 167,495,500

合計 133,623,492,507 945,074,055 730,784,854 133,837,781,708 82,615,010,145 2,812,457,034 51,223,435,727

（単位：円)

生活インフラ・
国土保全

事業用資産 2,640,713,086 5,817,725,408 290,831,587 44,877,974 1,719,635,696 614,098,786 3,627,121,130 14,755,003,667
土地（事業用） 188,637,268 1,232,907,951 9,996,494 44,877,973 55,268,958 27,043,199 3,277,799,567 4,836,531,410
立木竹 - - - - - - - 0
建物（事業用） 225,732,733 4,361,850,287 265,719,488 1 987,289,900 114,717,719 348,650,228 6,303,960,356
工作物（事業用） 2,215,343,085 222,967,170 15,115,605 - 677,076,838 472,337,868 671,335 3,603,511,901
船舶 - - - - - - - 0
浮標等 - - - - - - - 0
航空機 - - - - - - - 0
その他（事業用） - - - - - - - 0
建設仮勘定（事業用） 11,000,000 - - - - - - 11,000,000
インフラ資産 36,016,414,147 122,395,755 0 0 3,962,400 14,330,258 143,834,000 36,300,936,560
土地（インフラ用） 569,198,103 21,242 0 0 0 0 121,924,435 691,143,780
建物（インフラ用） 266,529,587 0 0 0 0 0 0 266,529,587
工作物（インフラ用） 35,164,266,457 122,374,513 0 0 3,962,400 14,330,258 21,909,565 35,326,843,193
その他（インフラ用） 0 0 0 0 0 0 0 0
建設仮勘定（インフラ用） 16,420,000 0 0 0 0 0 0 16,420,000
物品 50,765,276 22,406,792 8,950,640 3,641,159 7,335,498 50,386,624 24,009,511 167,495,500

合計 38,707,892,509 5,962,527,955 299,782,227 48,519,133 1,730,933,594 678,815,668 3,794,964,641 51,223,435,727

産業振興 消防 総務 合計

１．貸借対照表の内容に関する明細

②有形固定資産の行政目的別明細
区分 教育 福祉 環境衛生



全体会計財務書類に係る注記 
 
１ 重要な会計方針 
（１）有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 
① 有形固定資産･･････････････････････････････取得原価 
ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 
ア 昭和 59 年度以前に取得したもの･･･････････再調達原価 
ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1 円としています。 

イ 昭和 60 年度以後に取得したもの 
取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 
取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 
ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1 円とし

ています。 
② 無形固定資産･･････････････････････････････取得原価 
ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 
取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 
取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

 
（２）有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 
① 満期保有目的有価証券･･･････････････････償却原価法（定額法） 
② 満期保有目的以外の有価証券 
ア 市場価格のあるもの･･･････････････････会計年度末における市場価格 
イ 市場価格のないもの･･･････････････････取得原価 

③ 出資金 
ア 市場価格のあるもの･･･････････････････会計年度末における市場価格 
イ 市場価格のないもの･･･････････････････出資金額 

 
（３）棚卸資産の評価基準及び評価方法 
個別法による低価法 

 
（４）有形固定資産等の減価償却の方法 
① 有形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 
なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 
・建物 6 年～50 年 
・工作物 5 年～60 年 



・物品 2 年～10 年 
② 無形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 

 
（５）引当金の計上基準及び算定方法 

① 徴収不能引当金 
・未収金については、過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込  
額を計上しています。 

・長期延滞債権については、過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不 
能見込額を計上しています。 

・長期貸付金については、過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能 
見込額を計上しています。 

② 退職手当引当金 
退職手当債務から組合への加入時以降の負担金の累計額から既に職員に 
対し退職手当として支給された額の総額を控除した額に、組合における 
積立金額の運用益のうち当村へ按分される額を加算した額を控除した額 
を計上しています。 

③ 損失補償等引当金 
期末時点で確定している損失補償債務等を計上しています。 

④ 賞与等引当金 
翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福 
利費相当額の見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部 
分を計上しています。 

 
（６）リース取引の処理方法 

① ファイナンス・リース取引 
ア 所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が 1 年以内のリー 
ス取引及びリース料総額が 300 万円以下のファイナンス・リース取引 
を除きます。） 
通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

イ ア以外のファイナンス・リース取引 
通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

② オペレーティング・リース取引 
通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

 
（７）資金収支計算書における資金の範囲 
現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（当村資金管理方針におい 



て、歳計現金等の保管方法として規定した預金等をいいます。） 
なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する 
資金の受払いを含んでいます。 

 
（８）その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 
① 固定資産の計上基準 
物品については、取得価額又は見積価格が 50 万円（美術品は 300 万円）以 

上の場合に資産として計上しています。 
またソフトウェアについても物品の取扱いに準じています。 
 

２ 重要な会計方針の変更等 
（１）会計方針の変更 
該当なし 

 
（２）表示方法の変更 
該当なし 

 
（３）資金収支計算書における資金の範囲の変更 
該当なし 

 
３ 重要な後発事象 
（１）主要な業務の改廃 
該当なし 

 
（２）組織・機構の大幅な変更 
該当なし 

 
（３）地方財政制度の大幅な改正 
該当なし 

 
（４）重大な災害等の発生 
該当なし 

 
４ 偶発債務 
（１）保証債務及び損失補償債務負担の状況 
該当なし 



 
（２）係争中の訴訟等 
該当なし 

 
５ 追加情報 
（１）財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項 
① 一般会計等財務書類の対象範囲は次のとおりです。 
一般会計 

②全体会計財務書類の対象範囲は次のとおりです。 
 

団体（会計）名 区分 連結の方法 比例連結割合 
国民健康保険特別会計 特別会計 全部連結 ― 
介護保険特別会計 特別会計 全部連結 ― 
後期高齢者医療特別会計 特別会計 全部連結 ― 
簡易水道事業特別会計 特別会計 全部連結 ― 
公共下水道事業特別会計 特別会計 全部連結 ― 
農業集落排水事業特別会計 特別会計 全部連結 ― 
上水道事業会計 地方公営企業会計 全部連結 ― 
③ 地方自治法第 235条の 5に基づき出納整理期間が設けられている会計につ 
いては、出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数を会計 
年度末の計数としています。 

④ 千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合 
があります。 

⑤ 繰越事業に係る将来の支出予定額 
一般会計等 繰越明許費繰越額 267,065 千円 
簡易水道事業特別会計 繰越明許費繰越額 63 千円 
公共下水道事業特別会計 繰越明許費繰越額 40 千円 

⑥ 過年度修正等に関する事項 
該当なし 

 
（２）貸借対照表に係る事項 
  該当なし 
 
（３）行政コスト計算書に係る事項 
  該当なし 
 



（４）純資産変動計算書に係る事項 
純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容 
① 固定資産等形成分 
固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金等を加えた額を計 
上しています。 

② 余剰分（不足分） 
純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上してい 
ます。 

 


